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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 9,891 △10.4 237 △60.1 296 △55.1 129 △67.3

21年3月期第3四半期 11,036 ― 593 ― 659 ― 394 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 9.02 ―

21年3月期第3四半期 27.60 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 15,140 11,414 75.4 798.19
21年3月期 15,851 11,528 72.7 806.20

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  11,414百万円 21年3月期  11,528百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00
22年3月期 ― 10.00 ―

22年3月期 
（予想）

10.00 20.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 14,500 △6.7 540 △42.0 620 △39.2 325 △46.5 22.73
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて 
  おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
２．記載金額につきましては、従来、百万円未満を切捨てて表示しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、百万円未満を四捨五入して表示する 
  ことに変更いたしました。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 14,300,000株 21年3月期  14,300,000株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  125株 21年3月期  125株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 14,299,875株 21年3月期第3四半期 14,299,893株
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期連結累計期間は、国内景気低迷の影響により、ほぼ全ての産業分野でIT投資需要がマイナス成長とな

りましたが、昨年度から続いていた落ち込みは、ようやく底を打ちつつあるものと思われます。しかしながら、景気

の先行きは相変わらず不透明であり、需要が本格的回復軌道に乗るには今しばらく時間を要するものと予想されます。

　このような状況下、当社グループは、確かな技術力をベースとして、世の中やお客様のニーズにマッチした魅力あ

る独自製品を提供することがIT業界で生き残るための必須条件であるという認識のもと、当第３四半期連結累計期間

におきましては、最近市場で注目を集めている、SMB※が手軽に導入しやすいASPサービスの提供を開始しました。ま

た、引き続き高い技術力を活かしたシステム構築＆サービス事業やソフトウェア開発事業に注力するとともに、物品

貸出管理システム「レンタルマイスター」シリーズ等を始めとする各種のパッケージソリューションを開発・販売開

始しました。

　当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、顧客のIT投資抑制による影響が大きく、売上高は98億９千１

百万円（前年同期比10.4%減）となりました。利益面では、生産性向上や原価低減等の各種対策を実施しております

が、売上高の減少が大きく、営業利益は２億３千７百万円（前年同期比60.1%減）、経常利益は２億９千６百万円（前

年同期比55.1%減）となり、四半期純利益は、投資有価証券評価損２千万円を特別損失として計上したことにより、

１億２千９百万円（前年同期比67.3%減）となりました。

（注）※ SMB：Small and Medium Business（中小規模企業）

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第３四半期連結会計期間末の資産の部は主に、受取手形及び売掛金の減少や、仕掛品の増加等により、前連結会

計年度末に比べ７億１千１百万円減少し、151億４千万円となりました。

　負債の部は主に、買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ５億９千７百万円減少し、37億２千６百万円と

なりました。

　純資産の部は主に、配当金の支払い、四半期純利益の計上等により、前連結会計年度末に比べ１億１千４百万円減

少し、114億１千４百万円となり、自己資本比率は75.4%となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　国内景気の先行きは依然として不透明な状況にありますが、当社グループは、お客様のニーズにマッチした魅力あ

る独自製品の積極的な受注展開を図り、業績の確保に努めてまいります。

　なお、現時点での平成22年３月期の連結業績予想は、平成21年７月22日発表値で変更はありません。

連結業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日）

売上高 　１４５億円 （前期比 ９３％）

営業利益 　　　５億４千万円 （前期比 ５８％）

経常利益 　　　６億２千万円 （前期比 ６１％）

当期純利益 　　　３億２千５百万円（前期比 ５３％）

※連結売上高の事業区分別内訳は、下記のとおりです。

パッケージソリューション事業 　１７億円 （前期比 １０１％）

システム構築＆サービス事業 　５５億７千７百万円 （前期比 　９４％）

ソフトウェア開発事業 　７１億円 （前期比 　９１％）

情報機器販売 　　１億２千３百万円 （前期比　 ９７％）
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①　簡便な会計処理

　・固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

　・繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度決算において使用し

た将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環

境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計

年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したも

のを利用する方法によっております。

②　四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

　・税金費用の計算

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　・工事契約に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用

しております。第１四半期連結会計期間の期首に存在する契約を含むすべての契約において成果の確実性が

認められるプロジェクトについては進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のプロジェクトに

ついては完成基準を適用しております。

　なお、受注制作のソフトウェア（ソフトウェアの請負契約）に係る収益の計上基準については、従来より

進行基準を適用しているため、上記会計基準及び適用指針の適用に伴う影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 988 720

受取手形及び売掛金 2,407 3,634

有価証券 695 99

商品及び製品 4 5

仕掛品 463 160

預け金 3,474 3,601

その他 550 490

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 8,580 8,711

固定資産   

有形固定資産 85 108

無形固定資産   

ソフトウエア 731 654

その他 2 32

無形固定資産合計 733 687

投資その他の資産   

投資有価証券 3,037 3,489

長期預け金 1,000 1,000

その他 1,705 1,855

投資その他の資産合計 5,742 6,344

固定資産合計 6,560 7,140

資産合計 15,140 15,851

負債の部   

流動負債   

買掛金 321 600

未払法人税等 － 90

引当金 63 75

その他 1,377 1,748

流動負債合計 1,761 2,515

固定負債   

退職給付引当金 1,865 1,711

その他の引当金 93 88

その他 7 7

固定負債合計 1,965 1,807

負債合計 3,726 4,323
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,560 3,560

資本剰余金 4,554 4,554

利益剰余金 3,302 3,458

自己株式 △0 △0

株主資本合計 11,416 11,572

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2 △43

評価・換算差額等合計 △2 △43

純資産合計 11,414 11,528

負債純資産合計 15,140 15,851
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 11,036 9,891

売上原価 8,814 7,945

売上総利益 2,221 1,946

販売費及び一般管理費 1,627 1,709

営業利益 593 237

営業外収益   

受取利息 69 65

雑収益 1 4

営業外収益合計 70 69

営業外費用   

固定資産除却損 4 9

雑損失 0 1

営業外費用合計 4 10

経常利益 659 296

特別損失   

投資有価証券評価損 － 20

特別損失合計 － 20

税金等調整前四半期純利益 659 276

法人税等 265 147

四半期純利益 394 129
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（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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